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※日本共産党は
　以上の見解を
　発表しました。
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比例代表 新しい政治つくる5人

制度解説

比例は

　田村氏は「社会保障の財源
に所得税・法人税を充ててはな
らないのか」と質問。石破首相
は「充ててはならないものでは
ない」と、財源は消費税に限定
されないと認めました。
　田村氏は、税収の国内総生産
（GDP）に占める割合の推移を
示すグラフ（右）を紹介。消費
税を導入した1989年度と2025
年度のGDPに占める税収の割
合はともに20.5％ですが、内訳
は消費税は0.9％から５％へと約
６倍。法人税は6.9％から4.2％
に、所得税・住民税は７％から
６％に減少しています。

　日本学術会議の独立性と自主
性を脅かし、「学問の自由」を
侵害する日本学術会議解体法が
11日の参院本会議で、自民、
公明、維新の賛成多数で可決、
共産、立憲、国民、れいわの
各党は反対しました。
　反対討論に立った共産党の井
上さとし議員は、政府は学術会
議の独立性と、国の機関である
ことは「矛盾している」と主張
しているが、「科学を軍事に従
属させ、目先の経済的利益の追
求に貢献させようという政府の
立場」と「科学者の総意のもと
に、科学を平和と人類社会の福
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　田村氏
は「大企
業・富裕
層に対す
る税優遇
を た だ
し、社会
保障の財
源にあてればよい」と消費税減
税を迫りました。首相は「消費
税は安定的に入ってくる」と述
べたのに対し、田村氏は「生活
に困る人からも容赦なく『安定
的に』搾り取ることだ」と批判
しまし
た。

　「社会保障の財源だから」という理由で消
費税減税を拒む石破茂首相。日本共産党の田
村智子委員長の質問（６日、衆院予算委員会）
で、その根拠は突き崩されました。

困窮者から強制的に取り立て
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学術会議解体法案の採決に抗議して声を上げ
る人たち＝１０日、参院議員会館前

祉に貢献させるという、日本学
術会議の憲法にもとづく理念」
こそが矛盾しているのだと主
張。同法は「平和理念を投げ
捨てるものだ」と批判しました。
　井上氏は、学問の自由を守れ
という多くの学者や科学者、市
民の声は広がり続けていると指
摘し、「何をもっても抑え込むこ
とはできない」と強調しました。



兵庫県知事を刑事告発
情
報
漏
え
い

指
示
の
疑
い

裏
金
13
議
員
公
認

参院選 自民無反省あらわ

消費税５％減税
食料品非課税の方が助かる？

一
律
だ
と
２
倍
程
度
の
効
果

Q　消費税減税をめぐる疑問に
ついて考えます。今回は「低所
得者は食料品支出が多いので、
税率を５％にするより、食料品
を非課税にした方が助かるので
は」
A　年金世帯や生活保護世帯の
場合、「毎日の買い物は、ほと
んど食料品だけ」という方も少
なくありません。でも水光熱費
や電話代、交通費など、食料品
以外の支出も実際にはかなりあ

ります。
　総務省の「家計調査」のデー
タを集計すると、年収200万円
未満の単身者や、年収300万円
までの勤労世帯（２人以上世帯）
でも、食料品以外の支出がかな
りの額になっています。このデ
ータから一律５％にした場合と、
食料品だけ非課税にした場合の
減税額を比較すると、一律５％
の方が1.5 ～2.3倍の減税効果
があることが分かります。

　兵庫県の元西播磨県
民局長（当時）の公用
PC内に保存されていた
文書を元総務部長が漏
えいした問題で10日、
上脇博之神戸学院大学
教授と代理人弁護士82
人が、斎藤元彦兵庫県

知事と片山安孝元副知
事、元総務部長を地方
公務員法違反容疑で告
発しました。漏えいに
ついては、県の設置し
た第三者委員会が「知
事が指示した可能性が
高い」と報告書で示し

　自民派閥の裏金事件
で、参院政倫審は昨年
春以降に審査会で弁明し
てきた現職参院議員につ
いて、「政治的、道義的
責任がある」と全会一致
で議決しました（４日）。
議決されたのは29人、
うち13人が参院選に自

民党公認で立候補を予
定しています。
　審査会は「疑念を払し
ょくできるまでには至っ
ていない」（自民・佐藤
正久参院議員）状況。
公認する石破茂首相、自
民の責任が参院選で厳し
く問われます。

ています。
　告発状によると、元
総務部長は昨年４月に
元局長の公用PC内にあ
った私的情報を含む文
書を印刷し、複数の議
員に内容を話しながら
見せた、としています。


